様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　2024年　3月　12日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） ゆうげんせきにんかんさほうじんとーまつ 
一般事業主の氏名又は名称  　　　有限責任監査法人トーマツ 
（ふりがな）    おおくぼ　こういち  
（法人の場合）代表者の氏名　　  大久保 　孝一　  印    
住所　〒100-8360 東京都千代田区丸の内三丁目2番3号
丸の内二重橋ビルディング
法人番号　5010405001703　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「監査品質に関する報告書 2023」

	公表日
	2023年11月2日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公表
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/about-deloitte/articles/audit/audit-quality-report.html
監査における経営ビジョン：P.27
情報処理技術の活用の方向性：P.12

	記載内容抜粋
	◆監査における経営ビジョン（P.27）
多様な人財により社会の変化に応え、ステークホルダーの期待を超える監査業務を提供する

◆情報処理技術の活用の方向性（P.12）
近年のデジタル技術の急速な発展は、社会全体のデジタル化及びネットワーク化を加速させてきました。人口減少・少子高齢化に伴う労働力不足を背景として企業は、より一層デジタル技術による業務効率化を推進し、近い将来、あらゆる経済取引・事象がデータ化され、人を介さず、インターネット上で自動処理されるデジタル社会が実現されていくことが予測されます。
そのようなデジタル社会を見据えると、増え続ける情報に対してステークホルダーの期待を超える高品質な監査・保証を提供していくためには、デジタル社会に対応できる最新の監査プラットフォームの導入と、進化するデジタル・AIを取り入れたソリューション開発・活用、そしてそれらを使いこなす人財の確保・育成が必要不可欠です。このため、必要な施策をAuditInnovation®として計画・実行を進めています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	[bookmark: _Hlk93494225]本資料の公表にあたり、経営執行を担う「Executive Committee」、および、経営執行機関から独立した監督機関である「ボード」において承認を得ています。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 「監査品質に関する報告書 2023」
2 「監査品質に関する報告書 2021」

	公表日
	1 2023年11月2日
2 2021年10月14日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公表
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/about-deloitte/articles/audit/audit-quality-report.html
1 「監査品質に関する報告書 2023」P.11〜12、P.39〜44
2 「監査品質に関する報告書 2021」P.31

	記載内容抜粋
	◆デジタル社会に適応した監査（資料①P.39〜40）
デジタル社会において、監査のあり方は大きく変わっていきます。大きく進展する領域は、➀地理的・時間的制約から解放される「即時性」、➁データ自動化による作業時間の削減等、発現効果が高まる「実効性」、➂あらゆるデータが取得可能となり、データやテクノロジーを活用したこれまでにないアプローチによって付加価値を生み出す「創造性」と考えています。

私たちは、社会の変化を見据え、より高度な監査を実践し続けるために、新たな監査プラットフォーム「Omnia／Levvia」の導入を進めるとともに、3つの領域を軸にデジタル・AIを取り入れたソリューションの開発を進めています。特に、膨大な情報から必要な情報を瞬時に識別し、傾向を見出すことを得意とするAIを活用することで、これまで人では達成できなかったことが実現できるようになる等、監査の品質向上や業務効率化に効果を発揮しています。今後、デジタル社会の進展とともに非財務・サステナビリティ関連も含めたあらゆる取引においてデータ化やAI活用が一層進むと思われます。

私たちは、発信される情報やそれを生み出すシステム／プロセス、それらを支えるAI・自動化技術等、ますます拡大する情報の信頼性確保への期待に応えるべく、デロイトトーマツグループに在籍する多様なプロフェッショナル人財との協働に留まらず、人とAIが協働するケースを構築・拡充させることで、さらなる効果を引き出し、高品質な監査・保証を実践していきます。

◆デジタル社会を見据えた取り組み（資料①P.11〜12）
デジタル社会に対応する、新たな監査プラットフォームの導入
▶「Omnia／Levvia」の導入推進
監査高度化や経営課題解決に貢献するデジタル・AIソリューションの構築
▶自然言語処理AI「ASTextReviewer」「AI不正検知モデル」ほか
Innovationをやり切る人財の確保・育成・変革マインド醸成／組織変革
▶IT・テクノロジー人財育成プログラム「CPA-Tech」ほか

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	本資料の公表にあたり、経営執行を担う「Executive Committee」、および、経営執行機関から独立した監督機関である「ボード」において承認を得ています。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「監査品質に関する報告書2021」P.31（体制）
「監査品質に関する報告書2023」P.43〜44（人財戦略・人財育成）

	記載内容抜粋
	◆体制
トーマツは、2019年8月にAudit Innovation部を編成し、監査業務のデジタルトランスフォーメーションを進めています。テクノロジーと専門家の知見が有機的に結合した監査業務を実現し、社会や企業にとって付加価値のある洞察や知見を提供するとともに、社会コストの低減・課題解決に貢献することで、新しい時代においても被監査会社およびステークホルダーの皆様へ信頼と安心を提供していきます。

◆人財戦略・人財育成
スキル化の取り組みとして、大量データの自動処理や分析を行うデータアナリストや生成AI等のテクノロジーを活用したInnovation施策のプロデューサー等の人財育成プログラム「CPA-Tech」。
スキルを使いこなす機会・場を提供する取り組みとして、担当する監査業務での活用に留まらず、同じ課題を抱える監査チームを組織全体でサポートする「Tech支援」。
変革マインド醸成の取り組みとして、これまでのやり方に捉われず、果敢に挑戦できる雰囲気作りや業務効率化の好事例を共有することで生産性の最大化を図る「稼働削減Award」です。
このように実践を通して習得した知識・経験が深まることで、個人のやりがいが高まり、より積極的に挑戦するようになっています。組織としても、様々な分野の専門性を合わせ持つ会計士が増える等、課題解決型に向けて好循環のサイクルが生まれています。
私たちはグループ全体でやり切る実践力を発揮し、社会・企業の持続的発展に貢献していきます。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「監査品質に関する報告書2023」 P.40〜42

	記載内容抜粋
	◆デジタル社会に対応する、新たな監査プラットフォーム「Omnia／Levvia」
あらゆる経済取引がデータ化されていくデジタル社会を見据えると、高品質な監査を提供し続けるためには、新たな局面に対応する専門的な知見と企画力、それらを仕組み化できる業務基盤、そして、発展し続けるテクノロジーとデータを巧みに取り入れていくことが重要になると考えています。これらを可能にする新たなグローバル統一の監査プラットフォームとして、堅牢かつ先端的な取り組みを積極的に取り入れることが可能な「Omnia／Levvia」の導入を進めています。
新たなプラットフォームの元で、ルールや規制の変化に柔軟に対応できる業務フローの導入、よりタイムリーかつ精緻な異常点や不正の兆候把握、それらをベースに一極集中で管理可能なグローバル監査を実践し、「ContinuousAuditing」（継続的監査）を実現化すべく、先端テクノロジーの実装やAI導入等を推進しています。将来的には、潜在リスクを予測し、将来に向けた対応を促す“予防”的監査の提供も見越しています。

◆会計士のノウハウを学習した自然言語処理AI
監査では、多数の長文の契約書を検討する機会があります。契約書から会計処理や監査に必要な情報を自動抽出し、通例でない項目の検知・比較検討を可能とする自然言語処理AI「ASTextReviewer」を2022年9月に導入して活用しています。契約書で注目すべき事項を抽出・要約する熟練会計士のノウハウをAIに学習させているため、担当者の経験に依存せずに会計・監査で必要となる事項を精度高く素早く識別することができます。抽出・要約結果に対する深度ある検討や被監査会社との充実したコミュニケーションの実施により、監査の効率化・高度化の実践につなげていきます。

◆リスク評価の実効性を高めるAI複合的異常検知モデル
より広範囲なリスク検知が可能になるよう、取引単位でリスクシナリオに即した異常性を判定する複合的異常検知モデルを2023年1月に導入。熟練会計士は複数のシナリオを組み合わせることで異常検知・判断を行いますが、このツールはそのノウハウをAIが学習することで、各ビジネスに適応したシナリオにおけるリスクを複合的に判断できます。AI活用によって、深度あるリスク評価の効率化が可能となったほか、被監査会社へより納得感のあるリスクの識別・共有、ノウハウの法人内の有効活用等につながっています。

◆不正兆候の早期発見を可能にするAI不正検知モデル
スキル・対応力を拡張する取り組みとして、会計不正に関するリスク評価の精緻化があります。膨大な情報処理が可能なAI技術により、15年超に及ぶ過去の不適切事例や多数の財務・非財務情報等をもとに不正リスクを識別、これまで十分に目が行き届かなかった小規模のグループ会社にもスポットを当てたリスク評価が可能となりました。監査人の知見・経験とAIがもたらす客観的な視点を組み合わせることではじめて、被監査会社にとって従来実現できなかった不正の兆候把握や不正防止のためのガバナンス・内部統制を強化できるようになっています。2022年1月より導入開始したAI不正検知モデルは利用を拡大しており、被監査会社からは『客観的な視点で検討できる点に期待している』『小規模な会社のスコアも確認できるため管理強化につなげられる』等のフィードバックをいただいています。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「監査品質に関する報告書 2023」

	公表日
	2023年11月2日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公表
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/about-deloitte/articles/audit/audit-quality-report.html
「監査品質に関する報告書 2023」 P.5〜6

	記載内容抜粋
	デジタルとテクノロジーの活用による監査手続のトランスフォーメーション
・Audit Innovation投資額
・Balance Gateway利用社数
データの蓄積と分析による、価値を生み出すインサイトの提供
・Audit Analytics 上場被監査会社適用率



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2023年11月2日

	発信方法
	当社ホームページ上で公表
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/about-deloitte/articles/audit/audit-quality-report.html
「監査品質に関する報告書 2023」 P.19〜20

	発信内容
	戦略の推進状況について、「監査品質に関する報告書2023」にて、経営者自らのメッセージを公表。以下に、該当箇所を抜粋。

監査法人には、デジタル化・グローバル化等の環境変化に起因する被監査会社の様々な経営課題に対して、独立した立場を堅持しながら、監査を通じて得た知見を活かし、内部統制やガバナンス等についてのインサイトを提供することも求められています。我々は、様々な領域のプロフェッショナルを擁するデロイトトーマツグループの知見を結集し、150を超える国・地域にわたるグローバルネットワークを活用して、高品質な監査を提供しています。

直近では、人工知能（AI）を用いた不正検知モデル等の活用を加速し、不正を防止・発見可能な監査を目指すとともに、全ての上場被監査会社に導入するデータ分析手法「AuditAnalytics」のさらなる深化、全世界で利用するクラウドベースの監査プラットフォーム「Omnia／Levvia」により、監査のさらなる高度化を実現していきます。また、急速に開発が進む生成AIについては、監査業務の効率化・高度化のために非常に有用であると考えています。引き続き安全・安心な利用環境の整備、実効性あるトーマツ版生成AI構築、ガイドラインを遵守しつつ活用できる人財の育成を早急に進めてまいります。

また、監査業務の標準化・効率化を徹底し、プロフェッショナルが監査の高度化に資する領域に注力可能な環境を整備することも重要と考えています。標準的な業務を集中的に処理する「トーマツ監査イノベーション＆デリバリーセンター（AIDC）」は設立から6年経過し安定的な稼働が進む中で、さらに効果的な運用を推進していきます。

このような監査業務のトランスフォーメーションにより、高度化、標準化・効率化を図り、高まるステークホルダーからの期待に応えられるよう監査品質を継続的に向上させてまいります。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年12月頃　～　2024年1月頃

	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトに登録いたしました。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2016年7月頃　～　現在

	実施内容
	監査法人を中核の一つとするデロイト トーマツ グループでは、2017年5月にISO27001認証を取得し、自ら定めた情報セキュリティ方針に基づき、クライアントの秘密情報を取扱う事業活動全般におけるリスクを考慮して情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）を構築し、継続的な改善及び維持を図っている。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

